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おわりに
はじめに
島明子
地方自治体(以下「自治体j というc) における近年の住民参加制度(以下 f参
加制度j という。)は，当初は単なる理念条例にとどまるものも見られたが，
その後次第に，住民参加の呉体的手続までを定めるものが現れるようになっ
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た。そして，そこにおいては，パブリック・コメントのような単一の住民参
加手続(以下 f参加手続」という。)を制度化した間別的参加制度や，パブリッ
ク・コメントのみならず審議会やワークショップ等の複数の参加手続を一つ
の条例の中に盛り込んだ総合的参加制度の登場のように，大別して，二つの
制度化の傾向が現れるに至っている。また， 2005年の行政手続法(以下「行
手法Jという。)改正による意見公募手続の制度化は， これまで上記のような
姻別的または総合的な参加制度を持たない自治体にも，イ主畏参加の制度化を?
促しつつある。このようにして，現在までに，自治体における参加制度は，
一層新たな展開を見せつつある。
このような参加制度の展開は，行政のいかなる意思決定過程においていか
なる参加手続が採用されるべきかという住民参加の制度設計のあり方につい
て，一定の郵達水準を形成しつつあると見ることができょう。しかしなが
ら，その一方で、，自治体においては協働を掲げる政策が推し進められてきて
おり，近年の参加制度の展開が，その影響を顕著に受けつつある現状も見受
けられ，また，個々の参加手続の制度設計のあり方についても，種々の新た
な課題を生じさせつつあるように思われる。このことは，住民参加をいかな
る基本原理の下で制度化すべきかという，当該制度のあり方を方向づける根
本的次元の点において，自治体関に深い溝そ生じさせつつあるようにも思わ
れる。
そこで本稿では，以上のような近年の参加部度の展開状況を?踏まえ，行政
法学の立場から，近年の自治体の参11]制度における基本理念と鰭々の制度設
計の現状を整理することによって，現在の参加制度の到達水準を明らかにす
るとともに，制度設計上の法的課題についての考察念行う。
なお，本務が検討対象とする参加制度の概念は，地方行政の意思決定過程
においてJ1:く住民に意見や情報の提出機会を保障すべきものとして制度化さ
れた，参加手続に関する諸制度を念頭に置いている。そして，ここに言う
「行政の意思決定過程j とは，行政による基本的計画・規則・要綱等の政策
決定がなされるに至るまでの過程を指すものとする九そしてさらに，本稿
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では，各自治体がこのような意味における参加手続を定めた一般的制度のこ
とを，参加制度の語で総称することとする九
1.参加制度の現状
(1) 参加制度の規範形式
環行の参加制度は，条例，規制または要綱のいずれかの規範形式含用いて
制度fちされており，規範形式は必ずしも一様ではない。総務省は，自治体に
おけるパブリック・コメントについて，200i年 10月1日現をの制定団体数
と2006年 10月1日現在の制定団体数を公表しているへこれらによれば，
パブリツク・コメントを制定済みの都道府県および市呂町村は，200i年 10
月1日現在で 605間体 (32.4%)であり，前年間日現在では 3il団体(1ヲ.7%)
であったことと比較して，着実に増加している。しかしながら，これらの総
定国体におけるパブリック・コメントの規範形式は，条例が 16.5%，規期が
0.8%，要綱・要領・指鈴等が 82.6%であるため，圧能的多数の自治体が，
パブリック・コメントをナインフォーマノレな規範形式を用いて整嬬する{頃向が
しいことが分かる叱一方，間資料によると，行政手続条例の未制定団体
は2自体のみであり， 99.9%の自治体が条例化しているつこのように，行政
過程における事前手続の一般法としての行政手続条網と，行政手続における
参加手続のーっとしてのパブリック・コメントとでは，その整錆にあたって
用いられる規範形式に大きな遣いが生じている。
これは，いかなる理由によるものだろうか。まず，行政手続条例の;場合，
1993年の行手法の立法化を受けて， この頃lこ一斉に各自治体において行政
手続の条例記が進み，その結果，行政手続条例の総定率が極めて高水準のま
ま維持されているものと考えられる。これに対し，国よりもその実践や制度
fヒが進んできたパブリック・コメントではあるが，元々， のイン
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ブオーマノレな形式による手続の整備が一般的であったためか， 2005年行手
法改正によって意見公募手続が制度化された現在もなお，依然として従来の
擁範形式が継続されているものと推察される。また， このことは，自治体に
おけるパブリック・コメントと行手法上の意見公募手続とでは，手続の構造
は間様であるものの，手続の対象の面では，自治体におけるパブリック・コ
メントの方が意見公募手続におけるそれよりも広いという特徴がしばしば見
られること等から，既存の行政手続条例の改正という立法政策を敢えて採ら
ずに，行手法の「上乗せj または f横出しj としての性格を併有する別の参
加制度として発展する余地を残した立法政策を採用したものであるとも考え
られる。自治体におけるこのような立法政策の選択は，行手法よりもJ1;い対
象事項について住民参加の機会を保障しようとするものとして積極的に評価
しうる面がある。このように，参加制度の発展の観点に鑑みると，行政手続
条例とは別{胞の制度としてパブリック・コメントを制度化する自治体の立法
政策の背景には，一定の積極的関面が存在する。しかし， このように評価し
うる一方で、，住民参加と議会とがしばしば対置されることがあるように，行
政の窓思決定過程における参加手続の条例化に対しては，議会がi高橋的姿勢
ことが少なくなしこれが条開化を阻む有力な要図となっていること
も看過できない。しかしながら，理念的には参加制度の充実が議会にとって
必要であり，かりに参加制度が形骸化しているような場合には，議会による
行政統制としての参加制度の艶視が期待されるべきと説く見方もあるよう
にへ参加手続の制度北は，議会のみならずニ元代表制それ自体，そして究
極的には住民自治の活性化に結びつくと考えるべきであろう。このように，
参加制度の発展の観点から見た場合には，行政の意思決定過程における参加
手続が条例化されない背景には，積極的要因と消極的要国との双方が存在し
ている。いずれにせよ，大多数の自治体においてインフォーマルな規範形式
が用いられている以上，正式な法規範としての効力，ひいては住民参加の権
利保障という商においては，根本的問題を担えていると言わざるをナえない。
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(2) 多様化する参加手続
自治体における近年の参加制度の麗揮の中で，参加制度における関々の手
続類型は，徐々に多様化しつつある。参加手続の類型の多様化は，鰭々の参
加手続の自的や果たしうる機能をいかに捉えるべきかという新たな問題を提
起し始めていると思われる。ここでは，これらの事柄を念頭に置きつつ，現
在までに登場してきた主な参加手続について，その類型と特徴ぞ整理してお
し以下に述べるように，現行の参加制度は，審議会や公聴会のような既存
の参加手続に加え，次第に，さらなる新たな参加手続を採用しつつある。こ
のような参加手続の多様化は，各参加手続の選択基準や箆劣を検討する必要
性を高めている6)。そして，参加の制度化が進むにつれて，その必要性はー
まってきたと言えよう。
1)審議会
審議会は，従来から用いられてきた参加予読であり，行政の意思決定過程
への住民の意見の考慮に加え，専門知識の導入や利害調整を行う手続として
の特徴を持つ。審議会に対しては，従来からそのあり方について問題が認識
されてきた。その第一は，委員資格としての「学識経験者Jの恋意的運用や
援数の審議会委員の兼任等の，委員構成の民主性および公正性の問題であ
る。第ニは，会議選営や議事資料または議事録が必ずしも公開されない等
の，会議の公開性に関する開題である c そして第三は，設置根拠が要鱗等で
あるものも多いために，そもそも審議会手続を経ることとするか否かについ
て広範な行政裁量が存在することである。
このような諸課題に対しては，ょうやく近年になって，従来の選在方法に
加えて新たに公募制を採用する例が増え，また，情報公開の進展とともに会
議公開が原出化され，非公開とする場合の理由の公表までが義務づけられる
改善が図られてきた。しかし，設鐙摂誕が要縞等である場合も依然とし
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て多い上，審議会の構成や運営が行政裁量に委ねられている場合が多し従
来から指擁されてきたような問題状況は，少なからず継続している九ま
た，審議会自体の意思決定過程情報としては，議事録や，議事の録音テープ
等の電磁的記銀の取扱いがしばしば問題となるが，これらの各撞記録媒体の
作成・保存方法についても広〈行政裁量に委ねられていることが多く 8)，こ
れと連動して，これら媒体の開示そ通じた靖報公開・提供のあり方について
も行政裁量に委ねられてしまう場合がしばしば生じる。また，委員構成の面
では，公募制の採用が委員選任に際して作用する行政裁量への一定の統制可
能性を期待しうるものであることは認めうるものの，いかなる場合に公募制
を採用すべきか否かについて，そのノレーノレまでを制度化する例は稀であり，
やはり広範な行政裁量が存在している。
2) 公穂会
公報会は，多数の者の意見を聴く手続であり，行政と住民が一堂に会して
質疑応答{e交わしうる双方向的な参加手続であると蓄える。公聴会において
も，審議会と同様に，手続ぞ実施するか否かに関する行政裁量が$<存主す
る。すなわち，公聴会は，従来から行われてきた都市計額等におけるそれの
ように，法律または条例に基づいて開催されるものもある反面，このような
法的根拠なしに関能される場合もあるのただし，公聴会に関する近年の動き
として，パブリック・コメントの手続の一環として位置づけられる場合があ
る。したがって， もしも当該パブリック・コメントが条例 1:の手続として制
度化されているならば，このような場合には法的根地に基づいて公聴会が実
施されることとなる。そして，その畿には，事前に政策の案や関連資料等の
情報提供がなされ，事後に公聴会で、述べられた意見に対してその採否合理由
とともに公表するところまでが保賭されることとなる。
公聴会の運営に関しては，その詳縮は規則に委ねられるのが一般的であ
る。これらの規則は，通常，議長の秩序維持のための権限合明記し質疑権を
議長に与える一方で，公述人にはこれを保障しないことが多し文字通りの
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意味における双方向性は確保されていない列。また，従来から指摘されてき
た問題として，公述人の選任が行政裁量に委ねられているため，恋意的運用
がなされる恐れを否定できないという問題も抱えている σ
3) パブリツク・コメント
パブリック・コメントは，行政が向らかの政策決定を行う前に，当該政策
の案および資料ぞ公表し，一定の期間~設けて意見等の募集をい提出意見
の採否を理由とともに公表する参加手続である。これは，近年の各自治体に
おいて制度化が急激に進んできた新しい手続ではあるものの，闘の「規制の
設定又は改療にかかる意見提出手続J(沙9ヲiF3 R 23 B協議決定)の実施がそ
の契機であったこともあって，具体的手続に関する諸規定の諜準が磯立して
いると蓄えよう。パブリック・コメントは，従来から活用されてき
提出手続と類似の手続であるが，提出意見の採否を理由とともに公表すると
ころまでが義務化され，一往復半10)の手続である点が，大きく異なる。し
かし，上述の公報会のように必ずしも意見提出が一堂に会して行われるわけ
ではないため，手続の双方向性という点では不十分な面がある上，提出され
た意見がいかに考惑されるかについても，大きな課題とされている。地方，
自治体の webページ上に掲載された政策の案{こ対する電子メールによる意
見提出も可能であるため，参加の箆便性という点は，他の手続類主主にはない
利点であろう。また，パブリック・コメントは，意見提出の前提となる情報
提供が質，量ともに豊富で、ある点lこも特徴がある。そしてさらに，自、治体に
おけるパブリック・コメントの場合には，計i頭や条例案までもが対象となる
等，行手法上の意見公募手続と比べて対象事項が広い点も設自される 100
4) ワークショップ
ワークショップは，行致からの諮問案件に対する審議を経てとりまとめた
意見を実施機関に提出する手続である点において，諮問機関としての審議会
に類似しているc しかし，ワークショップは，計踊策定手続における素案ま
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たは原案の策定設階のように，意思決定過程における極めて初期の段階にお
いて採用され，そうであるだけに諮問案件も枠組み的な内容にとどまること
が多いため，審議会が一般的に果たしてきた，予め行政によって整理された
論点や提示された原案に対して参考意見守述べる役舗とは，質的に格段の違
いがある。また，ワークショップでは， KJ法等の方法を用いて，文字通り
の意味での参加者全員の参加によって合意形成に向けた自由関連な討議が交
わされる点に， もう一つの特徴が見出される このこととも関連して，
ワークショップでは，意思決定過程への専門知識の導入よりも，広く住民の
参加を求めて意見を聴くことに主眼が置かれる領向があり，住民の参加しや
すさや学習機会としての参加が特徴として指摘されることもある。したがっ
て，構成員の大半が住民一般によって占められることが多し時には，構成
員が必ず、しも閤定されていないことすらある。
む その他の参加手続
さらに，現行の参加制度では，上述の参加手続以外のものが制度位されて
いる場合も多い。例えば，説明会，フォーラム，シンポジワム，懇談会，市
民政第捉案手続，アンケート調査，市民意識調査等である。これらは，各手
続の名称ぞ統一イ七しうるほどに普及しているとは言い難しまた，椙互に名
称が奥なるものであっても，内務的にはかなり似通った予続であると見られ
るものもある。例えば，市民政策提案手続について定める良治体は複数見ら
れるがi3)，その内容は，ほば共通して，住民が自治体の執行機関に対して
具体的な政策等の提案を行い，当該執行機関が当該提案に対する自らの考え
方や検討結果そ理由とともに公表する手統合指すものとされているが，提案
の要件について集屈で提案することを要するとするか，個人単位で、の提案を
認めるか等の点において違いも見られる。
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2.参加制度の到達点
(1) 髄度設計の基本方向
近年制度化が進みつつある自治体における参加都度は，理念条例jにとどま
るものも存在するが，本稿が課題とする住民参加の制度設計上の課題を論ず
る際には， これら以外のものに注自せざるをえない。そこで，これらを大関
すると，儲別的参加制度または総合的参加制度と呼ぶべき，ニつのタイプに
分けられる。鍛期的参加制度は，パブリック・コメント条例(横須賀市，宝塚
市，四日市首1等)のように，単一の参加手続について定める制度である。
方，総合的参加制震は， 1. (2)で述べたような参加手続の諸類型のうち複数
のものを，一つの制度に盛り込んだものである 14)。上述のように，参加手
続は，手続ごとに特徴ぞ持ち，それが果たしうる機能は一様ではない。それ
ゆえ，総合的参加制度は，具体的な制度設計の仕方次第という面はあるにせ
よ，観々の参加手続ごとの特質を踏まえ，全体として，各参加手続を相互補
完的に組み合わせることによって，より実効的な参加機会を確保しうる制度
として，震額的意義を有すると評価しうる。また，総合的参加制度は，ニ額
的法律関係における権利保護手続lこ主践を置いてきた，既存の行手法または
行政手続条例において長らく今後の課題とされ続けてきた，畏主主義的参加
手続の一般的制度北へと結実する可能性そも内包していると考えられるた
め，今後のわが国における行政手続の一般法としての行手法を発展させうる
ものとしての意義をも有すると考えられる。
(2) 参加の権利保時
参加手続を定めた現行条例のやには，必ずしも多数ではないが，往民の権
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利について明記するものが複数存在する。このような条例には， 1m誌は，
それぞれの立場において，行政活動に参加する権利を有するJ15)， I市民は，
まちづくりに参加し，その成果を享受する権利を平等に手ぎするJ16)， I市民
は，行政活動に参加する権利を持ちますJ17)等の規定が置かれている。そも
そも，住民自治の担い手である{主民が，地方行政の意思決定過程に意見や情
報を提出する機会を権利として保障されるべきことは，地方自治の本旨に基
づく住民自治の理念に照らして，当然に要請されるべきものである。それゆ
え，参加手続を定める条例は，権利として参加を保障する制度として構築さ
れることが望ましい。しかし，その際に注意を要するのは，上に例示した諸
規定のように参加の権利を明記したとして，当該条例の仕組みの全体が，参
加権をいかに保障しうる仕組みとなりえているかであろう。権利として明記
する以上は，その保障を可能な眼り実効的なものとしなければ，単なる理念
的意義しか持たない結果となる恐れがあるからである。
この点でまず詰屈に値するのが，参加条例に基づいて首長の約属機関ぞ設
置し，当該条例会体のあり方や個々の手続の運用に関する評舗や意見ぞ述べ
る権恕ぞ付与する規定の存在である。近年では，このような附属機関を置く
こととする条例が多数現れている。さらに，中でも特にj主目されるのが，こ
の附属機関に苦情処理権限を与えている規定である。 j喜子市市民参加条例が
その併であるが，持市では開条例lこ基づく市民参加制度審査会が「市の執行
機関が実施する市民参加について市民からの苦靖を受け付け，それについて
審議し，必要に応じて市長に勧告等合提出することJをその所掌事務のーっ
としている (12条2演 2号)。参加条例jに基づいて保障される参加権は，司法
的救済が一般的には容易ではないため，条例上の独自の仕組みとして，
の権利保揮の実効性を高めるための制度を設ける試みは，極めて重要である
と思われる。したがって，以上のような権利保障のための仕組みの工夫を欠
いた参加制度の場合には，いかなる意味において権利を保障したと見るべき
か，課題を残したままである 18)。
他方，現行条例では，参加を権利として保障する旨を明記する代わりに，
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むしろ住民の参加の糞務を明記する傾向が強い19)。その際には，住民に対
して，まちづくりにおいて自らが果たすべき責任，役割または立場を自覚
し，積極的に参加するよう努めなければならない旨が規定されるのが一般的
である加。このような，住民に参加する賓任を課す制度設計に対しては，
行政が権限を有する政策決定について責任を負うのは行政であり，参加する
住民側に責任を課すとすることには，法的に見れば，いかなる意味があるの
か不明であると替わざるをえない出。
このように，権利としての参加を保障することを掲げる条例と， このよう
な規定を置かず，責任としての参加のみを掲げて制度設計を試みた条例との
謂には，参加制度の基本理念の次元において，深い溝が生じつつあるように
思われる。支任としての参加を掲げた場合には，論理的に考えて，すでに指
摘したような権利保障の実効性合高めるための制度喜子設ける創意工夫の試み
が，同等になされうるとは震い難いように思われるからである。このような
意味において，参加制度の現状は，米だ制度の基本理念という根本的次元の
事前の点で，法的には，未整理の状況が続いていると考えられる。
(3) 各参加手続の定義と相互関係
現行の総合的参加純度においては，一つの意思決定過程{こ，一つ以上の参
加手続を実施すべきことや，可能な浪り謹数の参加手続を実施するよう努め
るべきことが，今や，探準化していると蓄えよう c しかし，その擦には， こ
のような趣旨をー殻的に定める規定合霞くのみであって，それ以上に各参加
手続の関係や序列について具体的基準を定める併は少ない。また，当然のこ
とながら，儒期的参加条例においては，単一の参加手続に関する詳細な
規定を置くものであるために，手続の詳拙さは評錨に値するものの，他の参
加手続との関係を明記することはない。このように，現行制度上は，各参加
手続の採否の基準や複数の参加手続をいかなる基準や煩序で採用すべきかに
ついて，諜題を残している。
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以上に述べたとおり，この点、に関する現行条剖の規定は未だ十分とは奮い
難いが，一定のノレーノレ化の工夫を施す例もあるため，以下ではこれらを手が
かりに，各参加手続の採否等の基準に関する混在の制度的到達水準を確認し
ておきたい。例えば，次のような備が注自される。石狩市行政活動への市民
参加の推進に関する条例では，その施行規郎において f市民参加手続の内容
及び時期を定める上で考慮すべき事項の細自jを別表として定めている。こ
の別表によると，まず全般的事項として f市民参加手続の対象となる行政活
動のうち，特に重要と認められる事案については，複数の方法の市民参加手
続を組み合わせて行うよう配慮することjおよび f市民参加手続の対象とな
る行政活動によって重大な影響を受ける者がいることが明らかなときは，鏑
別に意見を聴くなどの措置を?講ずる場合を除き，その者が意見を表明できる
ような方法の市民参加手続念行うよう配慮することJを規定している。そし
てさらに，審議会，パブリック・コメント，公聴会およびワークショップに
ついて， これを用いるか否かを決する際の考慮事項を， }I顕に定めている。そ
こでは，審議会への諮問手続そ用いる際の原則的な考え方として， i次のい
ずれかに該当し，かつ，限定された数の市民の合議による検討の結果を聴い
た上で事案の処理方針を決定する必要があると認められる場合には，審議会
に付議することを原則とすること。ア その行政活動の処理方針を決定す
る上で専門的立場からの知見，判断等が必要と認められるとき。イ その行
政活動の処理方針の決定内容について，その中立性及び客観性が特に強く求
められるとき。ワ その行政活動の対象となる事案について市民の中に相反
する利害が存在し，利害関係者の話合いによりその調整が求められると
き。j と定め，さらに i$い範囲の市誌に影響が及ぶ事案について審議会等
に付議する場合には，次のいずれかの措置を講ずることを原則とする。ア
その審議会等の構成員の公募により選考された者を加えること。イ その審
議会等への付議のほか，パブリック・コメント手続を行うこと。jを定めてい
る。パブリック・コメントについては， i他の市民参加手続を行う場合を除
き，パブリック・コメント手続ぞ行うことj とし， i広い範閤の市民に影響が
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及ぶ事案について複数の方法で市民参加手続を行うときは，その中にパブ
リック・コメント手続を含めることな原期とすることj を定めている。公聴
会を開催することを療関とすべき場合としては r(1)事案の処理方針の原案
に対して反対意見又は賛否の意見が孝子在すると認められる場合， (2)事案の
処理方針を決定するに当たり，それらの意見の主張者から，意見の趣旨など
を藍接聴く必要があると認められる場合， (3)対象となる事案について市民
の関心が高いなどにより，意見を聴く過程を広く市誌に周知する必要がある
と認められる場合」を明示している。そしてワークショッフ。については，
f極めて早い時期から市民参加手続念行うことが適当と認められる場合に
は，ワークショップなど市民と市職員が自由な議論を行うことを通して合意
形成を図るような方法の市民参加手続を行うことを検討することJと規定し
ている。また，このような参加手続の採寄を決する際の考慮事項を定めるも
のではないが，幾つかの自治体では，各参加手続の自的や定義を定める中
で，石狩市条例と持楼の趣旨を定めたものと解される規定を置く例がある。
ここでは，その一例として，罰東京市市民参加条例の諸規定を参照する。関
東京市条例では， r専門的・技術的知識及び経験，学識経験等に基づく審議
により答申，報告等を?求める場合J(こは f審議会等Jを設寵し (7条l渓)， 
「儒人の知識，経験に基づく自由な意見交換により提言等の取りまとめをナ求
める場合Jには「懇談会等jを設霞し(向条2項)， r市民の多様な意見，情報，
知識等を幅広く収集する必要がある場合」には f市民意見提出手続jを実施
し (13条)， r課題，問題点、等の説明を通して，援数の市民の意見等を収集す
る必要がある場合Jには「市民と市及びrP民間二との自由な意見交換を?話的と
する集まりJである f市民説明会Jを関龍し (17~約， r課題，問題点等の抽
出と選択を?通して，複数のrP民との一定の合意形成を悶る必要がある場合j
には「市民と市及び市民間二との自由な議論により市民意見の方向性ぞ見出す
ことを笥的とする集まり jである「市民ワークショップjを開催する (21
条)と規定する 22)。各条例ごとに参加手続の異体的類型に違いはあるもの
の，これらの規定は，行政の意思決定過程における参加手続の採苔やこれに
305 
関するノレーノレのあり方を検討するよで，極めて有益なものであると考えられ
る。
以上のような各手続の採否に係る考慮事項や自的・定義に関する規定を踏
まえると，本報告ですでに述べた 4撞の参加手続のうち，審議会は特に専門
知識の導入に，公聴会は賛否が分かれる事案のような場合における口頭での
護接的な意見轄取に，パブリック・コメントは広〈住民の意見・南報等の収
集に，そしてワークショップは自由な議論や早期の参加の必要性に主践が置
かれる傾向があることが分かる。
しかし，これまでに見てきたように，そもそも，いかなる参加手続~一つ
の参加制度の中に盛り込むべきかについても，明確な基準が存在するとは言
い難い。したがって，現状においては，上述の審議会，公聴会，パブリック・
コメントおよびワークショップという 4種の参加手続を制度化することが少
なくとも標準的水準であると蓄え， これらを装備した条例制定が望ましいと
えそうである。しかし，その場合であっても，すでに指摘したように，こ
れら 4種の参加手続にいかなる機能を持たせることとし， これらの諸機能に
慕づいていかなる手続といかなる手続とを重ねて実施することとすべきかに
ついては，依然として暖味な点、があり，さらなる検討を要する課題である。
3.参加制度の法的課題
(1 ) 参加制度の基本理念の確立
参加手続を制度化する際には，まず，制度の基本理念を確立することが必
要である。そしてその際には，行政の意思決定過謹への参加を住民の権利と
して保障するという基本理念に基づくことが重要で、あると考えられる。行政
の意思決定を公正で関かれた民主主義的なものとするためには，その過程に
参加する住民の地設は，法的権利として明確に位置づけられるべきであるか
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らであるむそのためには，単に参加の権利を明文化するのみではなく，上述
のような苦矯解決手続を盛り込む等の権利保障の実効性を高める制度や，参
加手続の実施についての行政裁量が働く余地を可能な隈り痕定しうる制度を
盛り込むことが不可欠である。また，このことは，参加手続の髄度化が，こ
れまで行政が特定の制度に基づかずにその都度の判断に基づいて実施してき
た参加手続の実施に係る行政裁量に一定の方向づけを与え，一定の要件の下
では実施を義務づけるという意義があるという点にも関わっている。
ただし，参加を権利として保障しようとする場合には，参加を住民の責{壬
として位霞づける規定の扱いが問題となるつこの問題に対し，まず少なくと
も指諮しうることは，行政が決定権限を脊する事項について参加の責任を明
記することは，法的に見れば，意味を持たないという点である。そして，権
利としての参加の規定抜きに，賞授としての参加を明記することは，制度の
基本理念との関係においてもバランスを欠いているのではないかという点で
ある。自治の裂い手である住民による積極的参加の姿勢が望ましいことは勿
論であるが，それは，決定権限含有する行政が自らの意思決定過程への参加
機会を参加手続という形で保障する義務を負い，住民にはこれに参加する権
利を手ぎするという法的関係の保障がなされた上での理念であるべきではなか
ろうか。
また，責任としての参加を定める規定は，上述のとおり，自らが果たすべ
き責任， {支部または立場を自覚し，額極的に参加するよう努めなければなら
ないとする旨の定めであることが一般的である。このような，自らが果たす
べき責任や役割の自覚というフレーズは，近年の協{動を"，t号げる条例が，協働
についてー殻に行っている f自らの果たすべき役割合岳覚して対等の立場で
協力し，補完し合うことj等の定義とも重なり合う。ここで，協働を掲げた
諸秘度の問題に立ち入ることは，本稿の検討範践を超えるものであるが，参
加の権利保障を参加制度の基本理念に掲げるべきとする筆者の立場に関連す
る限りで，次の一点のみを指摘しておきたいc 行政の意思決定過額への住民
参加は，権利としての参加保障を基本理念として構成しうるが，他方，上記
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のような協働においては，対等の立場で相互の役割iを各々が自覚して活動す
ることが想定されているためか，権利としての協働という制度は一般に構想
されないお)。このような理解が正しいとすれば，参加制度の基本理念とし
て「協働の理念に基づく参加j というような制度設計は，法的に見れば，極
めて奇妙な印象を持たざるをえない。このように，住民の自覚を促し責任を
持つべきとする協働と権利としての参加との法的関連は，一つの論点である
と忠われる。
(2) 各参加手続の機能と相互関係
行政法学における住員参加の機能に関する先行研究によれば，住民参加の
果たすべき機能として，岳民主化の機能，客人権保障の機能，会合理性
の機能という三つを挙げるもの24)や， r住民参加自体に認められる積極的効
果Jtこ着眼した住民参加の機能として手続形式保障機能，争情報収集
機能，零説得的機能，権利利益保護機能，寄争点整理機能，若手行政の
遂行促進機能という六つを挙げるものがある25)。参加手続を総合的参加制
度として制疫化しようとする場合には， 2. (3)で、述べたとおり，各参加手続
キ目立の関係をいかに規定すべきかが問題となる。そして， その擦に参顕した
ように，幾つかの総合的参加制度においては，考慮事項や各手続の自的を規
定することを通じて，すでにこれを試みているものが散見される。そこで，
これらの条例上の試みと先行研究によって提示された住民参加の機能とを関
連づけながら，本稿で取り上げた4種の参加手続について，その機能の整理
を試みると，およそ次のように理解されるであろう。
まず，先行研究が提示した民主化機能は，その手続の特徴には上述のよう
に差異が存するものの，いずれの参加手続についても実現されるべきもので
あると考えられる。したがって， この機能については，いずれの手続がこの
機能を有するかではなしこの機能を発揮しうる参加手続たりうるために
は，いかなる手続の具体的仕組みが用意されねばならないかという観点から
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不断の模索が求められるものと思われる。
審議会は，まず， 1育報収集機能に関わる。そして特に学術的研究に関わる
専門的知識等の靖報収集機能が嬬待される。そしてまた，石狩市条例が念頭
に置くような，相反する利害が存主する場合の利害調整の場として審議会が
位置づけられる場合には，人権保障機能，説得的機能および権利利益保護機
能にも関わることとなる。公聴会も， t言報収集機能に関わる。公聴会が罷報
収集機能を有することは，パブリック・コメントにおける意見募集の一手法
としてこれが用いられる併があることからも，認められるものであろう。た
だし，公聴会の場合には，その運営規則において公述人の探述の場としての
純度設計がなされることが一般的であるため，当該案件についての賛苔をめ
ぐる詰議等の双方向性が弱い面がある。したがって，利害調整の場としての
審議会に認められたような人権保欝機能，説得的機能および権利利益保護機
能については，その制度設計次第ではあるが，部分的にしか認められない額
向がある。パブリツク・コメントは，専らi育報坂集機能を有するものと考え
られる。また，提出意見の考慮や反挟という点においては未だ課題の残るパ
ブリック・コメントは，少なくとも，提出意見に対する採否ぞ理由を付して
公表するところまでが義務化されている点に鑑みれば，行政が行った最終的
な意思決定に関する説明嚢任伝来たすための龍度としての性格が強く 26)，
合母性機能や争点整理機能に関わると蓄えそうである。一方，全員参加型の
自由な討議喜子特徴とするワークショップは，矯報収集機能と説得的機能を持
っと考えられる。また，当該案件について利害関部を手ぎする住民が参加した
場合のワークショップの場合には，人権保障機能および権利利益保護機能ぞ
果たしうる面もあるであろう。
以上は， {主畏参加について従来から整理されてきた諸機能L 現行縦度に
おいて標準的に用いられつつある各参加手続との関係の整理の試みである。
ここで試みたような，各参加手続の機能を踏まえた，各手続の定義等の諸規
定をより精鍛化した制度設計が今後は求められるお。また，現状のように
参加手続の類型が多様化しつつある中では，従来の相互に並列的に説かれて
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きた参加の機能論に加え，いかなる場合にいかなる機能を手ぎする手続を設け
るべきかという各機能の相互関係の検討も今後の課題として残されているよ
うに思われる。
なお，各参加手続と住民参加の機能との関連殺の問題からはやや離れる
が，いかなる意思決定過程においていかなる参加手続を実施するかを決する
場合には， しばしば緊急性を要する案件が適用除外とされる例もあるよう
に，行政の意思決定の迅速性の考慮が求められる場合もあろう。そのような
場合には，パブリック・コメントのように約 1ヵ月という意見募集期間が註
切られている参加手続を用いることが，参加機会を保障しつつ意思決定過寝
の迅速性合も確保しうるという特徴を有することも付言しておきたい。
(3) 参加の権利と合意形成過程の保障
本稿が検討対象とした参加手続は，いず、れも，住民投票のように多数決に
よって事を決する手続ではなく，政策決定権限を有する行政が，広〈意見や
'1前裂を収集し，これらを考慮に入れた意思決定を行うよう求める手続として
の特徴を手ぎする。このような参加手続の場合には，最終的には，住民から提
出された意見や情報が，意思決定過程において適切に考慮されたか，そして，
最終的な意思決定に意見等が反映されたと認めうるかが問われなければなら
ない。言い換えれば， これは，実際に手続に参加した住民の参加の権利保障
と，各手続内部において展開された合意形成過程の実質が保障されなければ
ならないということである。しかし，参加手続における意見等の適切な考慮
や反映については，そもそも何をもってそれらが達成されたと判部しうるの
か，その基準の明確化が緩めて御難であると盟、われる。その上，本稿が対象
としたような政策決定については，事後の司法的救済も容易ではない28)。
そうすると，いかなる方法によって，参加権と合意形成過程の保樟を実現し
うるかは，容易には解決し難い間いであると替わざるをえないであろう。
おそらく一つの方策として挙げられるのは，先に述べたような，手続への
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参加者のための苦情解決の制度の部設という途である。このような制度を設
けることによって，現に実施された参加手続の適正確保のための民主的統都
合及ぼしうるからである。そして次に考えられる方策は，各参加手続の実施
過程に関する撤底した情報公開・提供である。この点については，すでに
パブリック・コメントにおいては，その諜準化した呉体的手続として，事前
および挙後の情報公開が義務づけられている。しかし，審議会，公轄会およ
びワークショップについては，その手続の実施過程において作成すべき情報
の類型やこれらの公開に関する規定の整備はさほど進んでいない。手続の
実路過程の靖報公開は，当該手続が適正に行われたことに関する窓思決定権
者としての行政の説明貢在履行という意義を有すると考えられ，合理的な説
明が可能な程度に遊切な手続の実施を担保する機能を期待できるものと考え
られる。そして，以上のような参加の権利と手続内部における合意形成過轄
の保障を確実なものとするためには，制度は条例化されるべきであり，イン
フォーマノレな規範形式は克服されねばならない。
そして最後に，このように，参加の権利と合意形成過寝の実質佐保障する
ためには，各参加手続について，可能な限り具体的な手続規定を設けること
が求められる。現状を見る摂り，特に問題となるのは，ワークショップであ
る。一方， これとは対顛的に，パブリツク・コメントにおいて文書やメーノレ
等の形式で提出される間接的な参加が行われる場合には，当該手続実路過裂
は静態的なものとなることから，具体的な手続規定の整儀{こ慰1染みやすい。
しかし，ワークショップのように自治関連な討議の蓄騒を特徴とする参加手
においては，手続実施のあり方を法規範によってどこまで制度化すべき
か，あるいは制度化しうるかという開題が生じる訓。しかし，当該手続が
行政の意思決定過軽における参加手続として実施される以上，少なくとも手
続実施過翠の公正性が保障されるに足るだけの手続規定は整錆される必要が
ある。その意味では，やはり現行の参加制度は，この水準iJ;'満たすほどの手
続規定を未だ手ぎしていないと言わざるをえないと考えられる。
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おわりに
本稿では，自治体における参加制度のうち，総合的参加制度の積駆的意義
を高く評価し，その上で，その制度設計のあり方について，未だ幾つかの発
展の余地が残されていることを指摘した。確かに，他の自治体よりも先行し
て制度化された条例は，後に制度化された条例に比べて，参加制度としては
未成熟で不十分な面が存在することはやむをえないであろう。例えば，初期
の参加制度である場合lこは，ワークショップ等の比較的新しい参加手続に関
する規定な持たず，あるいは，閥々の参加手続についての定義や自的・機能
について詳細な規定を置かないものや，これらの各参加手続に関する具体的
手続規定を必ずしも十分に整備していないものが見られる。これらの諸問題
を抱える参加制度は，今後，本稿で指摘したような参加の権利保障と合意形
成過程の実質保障の観点から，さらなる発展が目指されるべきであろう。
また，本稿では，最後に幾つかの法的課題営提起したが，いずれも各々の
課題についての総括的な開題提起を行ったにとどまり，具体的な制度設計の
あり方までをも拠示するものとはなりえていない。本稿で提起した諸課題が
Jili~とされるべきであるとすれば，いかなる具体的方策が痛いられるべきかも
含め，さらなる参加制度の発展L 住民自治のー膚の充実に向けた検討課題
は未だ数多く残されている。
注
1) したがって， i主災投禁は，議会の意思決定過稼にも及ぶ制度であるため，本報告
の対象としない。さらに，行政が行う政策決定に係るjlf思決定過程への参加を対象
とするため，政策の笑胞や評fl躍の過程への参加も対象外とする。
2) これは，このような参加予続の一般的制度には，現実には多彩な名称のものが彩
在するが，本報告では，これら各制度の内君主じ参加手続の一般的制度として当該
自治体が制定していると解されるものを，論述の{受賞上，参加制度の語で総称する
という趨Eきである。
3) 総務省「地方公共間体における行政手続条例等及び意見公募手統制度の制定状況
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(平成 19年 10月l日現在)(王子成 20年 2月18日公表)Jおよび「地方公共間体にお
ける行政手続条例等及び怒見公募手続税度の制定状況(平成 18年 10月 1日現在)
(王子成 19年 3月30日公表)J http://問、lw.soumu.go.jp/iken/index.html参照。
り すでにパブリック・コメントについての一絞的制度を有していた自治体について，
字笈克也 f行政手続法改正の経終・概要と地方公共団体の課題JEl r合研究 81巻 11
号 (2005年)27 J1f Iま， 1大多数が姿察署等{こ基づくものであるj現状に対し， r条例{己
主:'~、ぐべきである j と説く。
5) 長率原秀認11校災参加の皮肉と課題j笠井カ綴 5住民参加のシステム改革)一一自治
と民主主義のリニューアル (日本評論社， 2003年) 31~32 J1f参j弘また，自
治体のパブリック・コメントにおいてしばしば対象事項とされている条例案{こ然点を
当てて議会との関係を指摘するものとして，北村:釜1'[1議会の経授か活性化か?
自治体パブリック・コメント制度と条例案…-J産業と潔境 29巻 Hラ(2000
年)51支がある。
6) 大久保規子 1r!J民参加・協働条例の現状と課題j公共政策研究4号 (2004年)35 
N参R読む
7) 小潟関「行政手続からみた諮問行政j法律時毅58巻 l号(1986年)52]まは，審
議会への諸問i手続について， 1これまで，行政組織法的な観点からの犯援が強かった
ために，手続法的側面からの検討が弱かったことは安定できないj とし， 1諮問手続
に関する手続法約規俸を…綾的{こ定めることjの必姿性をとすでに提起していた。行
手法および終報公潟法制定前になされたこの談窓については，磯かにその後の信報
公開の進展の影響で会議の公関のように改ま毒された函も見られるものの，若手議会{こ
関する手続法的競俸の怒{fiの溺においては，未だ多くの記長i滋が残されていると言え
よう。
8) 現状では， この点、{こlMlする/レー /レの様率化は未だ災現していないと怒、われるが，
議議会への{諮問手統合新しい合窓形成手続として再構築することが期待されるj
というヨ立場から， rそれをケ可能にするポイントは，議議会の徹底した情報開示であ
ら.可能な仮払発言者が特定可能なかたちで完全な会議記録が公憶されるべきで
ある j ことも提起されている会桜井敬子・矯本博之 5現代行政法改~ 21波)j(有斐
閣， 2006年)190 N [橋本執筆L
9) 機際ヲ問1r討議民主主義と参加秘皮j神長勲・紙聖子縫ニ・r!J橋克後綴?室長チドカ允
生dfi誌記念論文集・公共伎の法縫造(致j翠会房， 2004年)ヲOJまは，わが関の公聴
会が「公述人が一方的{こ陳述するスタイ/レjが採られているのに対し「説明会にお
いては，質問が出ればそれに答えざるを得ず，公聴会よちも説明会の15が対話の場
として機能しているJ阪があるとするものの，説明会の湯会{こは， r手続カ'3m.常{ま
ノレー jレ化されておらず，熟慮・討議の号室が保障されないj として，公総会と説明会
の双方についてそれぞれに問題が存することを指摘する。
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10) 常陪j孝好 fパブリック・コメント制度と公議決定j同 Fパブリック・コメントと参
版権J(弘文堂， 2006年)226][参照。
11) 拙稿「パブリック・コメントの意義と談議j護弁カ編『住民参加のシステム改革j
(日本評論社， 2003年) 180~ 181頁参照。
12) さしあたり，錦湾滋雄 f自由討議の場としてのワークショップj版科幸彦?市弐
参加と合意形成J(学芸出版社， 2005年) 61~90][参照。
13) iYuえば，市川市市民等の市政への参加の縫進害事に関する条例，座間rti協働まちづ
くち条例，和光市市民参加条例等が，この手続について規定している。
14) 松下勝一?協働金t会をつくる条例(ぎょうせい， 2004年)98~100 支は，参加i条例
喜子 ra:-紋条例・館別条例j，r答怒念原員立型条例・総合メニュー恕条例j，r cまm
民参加条例・市民参加協働条例J(二分類する。これは本報告と観点、を~~宅にする耐も
あるが，数えてi言うならば，館別的参Jli!#J皮{立去のi限別条例lニ，総合的参加i条例{立
去の総合メニュー恕条例に対応している。また，大久保・前掲 6)論文 26頁も，河
様の観点、から，参加個別裂と参加総合型{こ分類する。
15) 狛江市の市民参加とrti民協働の推進{こ|刻する基本条例4条 l演。
16) 柏原市まちづくり基本条例6条 1現c
1i) ~喜子市市民参加条例 4 条 1 項c
18) この点に関連して， E日付悦一行主民参加の法的課題J(脊受協， 2006年)52]主
は， r参加形態や参加の効力{こ関する規定の内容や仕方によって，その「権利j伎に
は強弱が生じるであろうj と論じている。
19) 大久保・前掲 6)論文:29 ][も， r全体としてみると参加擦を明記する条例は少数で
あるj とする。
20) 171]えば， }滋Jllt札鹿児路市，京都市，西東京市，災関市，和光市等。
21) m村・前掲 18)者 33Nも，参加のおいそFの量的質約な拡大状況を踏まえた上で，
[本来，九三{壬3とは F権限(こ{すされる概念であって，参加主体{こ任3を子会わ
せることは，法的には不姿であるばかりか，権限もないのに立{壬を課するというの
は，法的には誤った考えjであるとして， このような文脈にゐ、いてmいられる r1'1 
i任j概念について， r法的には不明確であるj ことを指摘する。
22) さらに関条例でlま，本稿の対象からは外れるが， r特に重要な政策で市民の;蕊恕、を
直接関う必姿があると認める場合J(こは f市民投薬Jぞ実施すると規定している
(23条)。
23) しかし， I日浜北市のように，協働の権利を規定する条例も見られなくはないが，
その場合においても，参加の権利との関係が問題となる G
24) 泊村・前掲 18)T!f 5~ i頁参照。
25) 小高測 f行政手続と参加jIi.住JlI-郎・塩野'fi;，・園者f5逸夫綴?現代行政法大系 3(行
政手続・行政滋察)j (有斐[乳 1984年)119"-' 121 ][参照。
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2品) 総務・前掲 1)189~190 頁参照。
27) 大田li[史 fまちづくりと住民参加j芝池義一・見上祭洋・ 2喜和俊文緩急f まちづ
くち・環境行政の法的室主題(日本評論社， 2007年) 164~ 170 ]'lは， まちづく与分
野における三つの行政決定(政策決定・ ~i'阪策定・個別的決定)の各段階につい
て，参加の機能・参加滋絡者・手続のあち方を論じている。本総の対象である参加
手続に0する一銭的制度においても，このような視角からの検討を重ねることが有
益であると思われる。
28) 常j渇孝喜子 f行政支法手続の法制化jジュリスト 1304号 (2006年)641まは， 2005 
年己主lE行手法について， i改lE法違反は手続的に違法と自手術されるので， この手続途
法全f是正するそ予設が{可かを考えておく必重さがあるj として，司法的救済の可能性の
検討が必姿であること令指摘する。
2ヲ) 的松ゑ5たif公私協il!iむの佼籾と行政法理論への示唆 都rP再生協迷諸法令め
ぐって j公法研究65号 (2003if-) 207頁は，都rP計磁・まちづくち分野公素材
とした分析の中で，法システムの役割iについて次のように述べている。 f法システム
は，柔軟性全確保し，絶えず新たな{務総{こ閣かれている必重さがあるj とし， if規定
されない言説空~r!l] J が不可欠であろう j と。このような指矯は，討議約性格の強い
参加手続であればあるほど，その予統の詳細金制度化し怒し制度化することがか
えって当該宗続の合怒形成過怒の実質を阪察する珂能伎すらあちうるという，本稿
が最終的に泌り着いた疑問にも隠わる。
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